
  

川崎市手数料条例（昭和２５年川崎市条例第６号。以下「条例」という。）

第２条第１９７号及び第２６８号の規定に基づき、建築物のエネルギー消費性

能の向上等に関する法律（平成２７年法律第５３号。以下「建築物省エネ法」

という。）第２条第１項第３号に規定する建築物エネルギー消費性能基準に係

る完了検査が必要な建築物として市長が別に定めるもの等を次のように定め

る。 

 

 

令和７年３月２８日 

 

 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

 

（完了検査が必要な建築物） 

第１ 条例第２条第１９７号各号列記以外の部分に規定する建築物省エネ法第

２条第１項第３号に規定する建築物エネルギー消費性能基準に係る完了検査

が必要な建築物として市長が別に定めるものは、次の各号のいずれかに該当す

る建築物とする。 

（１）建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成２

８年国土交通省令第５号。以下「建築物省エネ法省令」という。）第２条

第１項第２号の規定に該当する建築物（住宅の品質確保の促進等に関する

法律施行規則(平成１２年建設省令第２０号)第１条第３号に規定する建設

住宅性能評価のための検査を受け、住宅の品質確保の促進等に関する法律

施行令（平成１２年政令第６４号）第６条第７項に規定する検査報告書又

はその写しを提出し、建築物エネルギー消費性能基準に適合することが確

認できる場合を除く。） 

（２）建築物省エネ法省令第２条第１項第３号の規定に該当する建築物 

 （３）建築物省エネ法省令第８条ただし書きの規定により、建築物省エネ法

第１１条第６項に規定する適合判定通知書又はその写しを提出したものと

みなされる建築物 

（一戸建ての住宅に類する建築物） 

第２ 条例第２条第１９７号アに規定する一戸建ての住宅に類する建築物とし
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て市長が別に定めるものは、「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律の一部を改正する法律の施行について（技術的助言）」（令和３年１月

２９日付け国住建環第２４号）の「第２ 小規模な複合建築物の評価につい

て」に基づき、建築物エネルギー消費性能基準を定める省令（平成２８年経

済産業省・国土交通省令第１号。以下「基準省令」という。）第１条第１項

第２号に規定する「国土交通大臣がエネルギー消費性能を適切に評価できる

方法と認める方法」に該当する建築物とする。 

（標準計算法に類する場合） 

第３ 条例第２条第２６８号イ（イ）a（ａ）に規定する基準省令第１条第１項

第２号イ（１）及びロ（１）に規定する基準が適用される場合に類する場合

として市長が別に定める場合は、「脱炭素社会の実現に資するための建築物

のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律の施行の

準備について（技術的助言）」（令和６年７月４日付け国住参建第１５２０

号）の「第９ 共同住宅の評価について」に基づき、基準省令第１条第１項

第２号に規定する「国土交通大臣がエネルギー消費性能を適切に評価できる方

法と認める方法」に該当する場合とする。 

（仕様・計算併用法に類する場合） 

第４ 条例第２条第２６８号イ（イ）a（ｂ）に規定する基準省令第１条第１項

第２号イ（１）及びロ（２）に規定する基準が適用される場合又は同号イ（

２）及びロ（１）に規定する基準が適用される場合に類する場合として市長

が別に定める場合は、住宅部分の共用部のみを増築する場合で、基準省令第

１条第１項第２号ロ（１）の住宅部分の設計一次エネルギー消費量を、基準

省令第４条第３項第１号に規定する数値とする場合とする。 

 （仕様基準に類する場合） 

第５ 条例第２条第２６８号イ（イ）a（ｃ）に規定する基準省令第１条第１項

第２号イ（２）及びロ（２）に規定する基準が適用される場合に類する場合

として市長が別に定める場合は、住宅部分の共用部のみを増築する場合で、

基準省令第１条第１項第２号ロ（１）の住宅部分の設計一次エネルギー消費

量を、基準省令第４条第３項第２号に規定する数値とする場合とする。 

附 則 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 
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